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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期
第３四半期
累計期間

第23期
第３四半期
累計期間

第22期
第３四半期
会計期間

第23期
第３四半期
会計期間

第22期

会計期間

　自平成21年
４月１日

　至平成21年
12月31日

　自平成22年
４月１日

　至平成22年
12月31日

　自平成21年
10月１日

　至平成21年
12月31日

　自平成22年
10月１日

　至平成22年
12月31日

　自平成21年
４月１日

　至平成22年
３月31日

売上高（千円） 10,319,76610,533,5103,434,5803,534,84413,694,509

経常利益（千円） 404,716 154,937 158,509 179,511 419,516

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
208,262△13,671 83,576 87,668 206,053

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 1,423,8421,431,4411,425,177

発行済株式総数（株） － － 3,812,0003,830,3003,816,400

純資産額（千円） － － 5,179,6245,106,1365,178,728

総資産額（千円） － － 17,311,15417,224,72616,836,198

１株当たり純資産額（円） － － 1,354.971,328.371,353.53

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

54.78 △3.57 21.97 22.91 54.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
54.42 － 21.81 22.82 53.83

１株当たり配当額（円） 10.00 10.00 － － 20.00

自己資本比率（％） － － 29.8 29.5 30.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
889,339 711,363 － － 1,148,940

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△134,901△276,746 － － △586,375

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△447,157△142,503 － － △1,066,198

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,065,624546,822 254,709

従業員数（名） － － 410 426 395

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第23期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、当社及び当社の関係会社が営む

事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、重要な関係会社の異動はありませ

ん。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（名） 426（524） 

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、（　）内に当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22

年12月31日）の平均人員（アルバイトについては、月間164時間換算）を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、フィットネスクラブ、スイミングスクール、テニススクール、ゴルフスクール、空手スクール等のスポーツク

ラブ運営及びスポーツ用品等の販売を事業としているため、生産及び受注の内容は記載しておりません。

(1）部門別売上高の状況

　部　門

　当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日　　
　　至　平成22年12月31日）

　金額（千円） 　構成比（％） 前年同期比（％）　

フィットネス部門 2,329,592  65.9 +1.4

 スイミングスクール 362,773  10.3 +10.4

 テニススクール 289,208  8.2 △0.5

 その他スクール 145,229  4.1 +8.2

スクール部門合計 797,211  22.6 +5.8

プロショップ部門 231,903  6.6 +5.3

その他の収入（注）３ 176,137  5.0 +7.1

合　計 3,534,844  100.0 +2.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．割合については、小数点第２位を四捨五入しております。

３．スポーツクラブ施設に付帯する駐車料金、プライベートロッカー等の収入であります。

(2）部門別会員数の状況

　部　門

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日現在）

会員数（名）　
（注）

前年同期比（名）　 前年同期比（％）　

フィットネス部門 92,630 1,001 +1.1

 スイミングスクール 20,467 1,760  +9.4

 テニススクール 11,590     △19 △0.2

 その他スクール 6,199     581  +10.3

スクール部門合計 38,256 2,322  +6.5

合　計 130,886 3,323  +2.6

　（注）平成22年12月31日現在、在籍されている会員数です。
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(3）地域別売上高の状況

地域別
（施設数）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日） 備考

金額（千円） 前年同期比（％）

埼玉県　　　合計 （２施設） 255,779 +0.0  

千葉県　　　合計 （２施設） 298,352 △0.1  

東京都　　　合計 （13施設） 1,634,283 +6.7 （注）２

神奈川県　　合計 （６施設） 1,027,881 △1.3  

静岡県　　　合計 （１施設） 96,138 +13.2  

愛知県　　　合計 （１施設） 222,408 +0.2  

合計 （25施設） 3,534,844 +2.9  

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の表には、本社１施設（東京都）の売上高を含んでおります。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、新たな事業等のリスクの発生、ま

たは、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、経営上の重要な契約等の決定又は

締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

 (1) 業績の状況

当第３四半期会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）における我が国経済は、失業率が高水準

にあるなど足踏み状態が続いており、個人消費は弱含みで推移しました。

当スポーツクラブ業界におきましても、健康増進や疾病予防のための健康サービスに対するニーズは依然として

高い一方、特定のサービスに絞った小型店舗が多数出現するなど、競争は激しくなっており、厳しい経営環境が続い

ております。

このような経営環境のなか、当社は以下の施策を実施してまいりました。

「ビヴィオ恵比寿店（東京都渋谷区）」につきまして、１階部分をパーソナルトレーニングに特化した店舗に営

業コンセプトを変更し、２階部分に本社を移転するため、平成22年11月30日にて一旦営業を停止しております。この

結果、平成22年12月31日現在、「ビヴィオ恵比寿店」を除いた店舗数は、首都圏に21店舗、静岡県に１店舗、愛知県に

１店舗、合計23店舗となりました。なお、「ビヴィオ恵比寿店」は、「メガロス恵比寿店」に名称を変更した上で、平

成23年３月１日に新たに営業を開始する予定としております。

店舗運営面におきましては、会員定着率の向上を図るため、新規入会者向け初期対応の強化やクリスマスパー

ティー等の各種イベントの実施、品質維持向上に向けての人材育成等を積極的に行ってまいりました。

施設面では、メガロス綱島店（神奈川県横浜市）についてリニューアル工事に着手し、設備の入替えや、トレーニ

ングマシンの刷新等を行い、店舗のクオリティの向上に努めてまいりました。メガロス綱島店は平成23年１月にリ

ニューアルオープンをしております。

これらの施策により、会員数は平成22年12月31日時点で前年同期比3,323名増加し、130,886名となりました。な

お、平成21年３月31日までにオープンした既存店の会員数は、平成22年12月31日時点で前年同期比0.2％減となって

おります。

また、本社移転に係る費用として15百万円を特別損失として計上しております。

  以上の結果、当第３四半期会計期間におきまして、売上高は3,534百万円（前年同期比2.9％増）となりました。利

益面では、ビヴィオ恵比寿店の営業コンセプトの変更並びに本社移転に係る費用負担等が発生したものの、新店の

利益貢献等があり、経常利益は179百万円（前年同期比13.2％増）となり、四半期純利益は87百万円（前年同期比

4.9％増）となりました。

　

　　 (2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は

546百万円となり、前事業年度末と比較して292百万円の増加となりました。

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は428百万円（前年同四半期会計期間比99百万円増）の資金の増加とな

りました。これは主に、税引前四半期純利益、減価償却費を計上したこと等によるものであります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は53百万円（同91百万円増）の資金の減少となりました。これは主に、

有形固定資産を取得したこと、敷金及び保証金を差入れたこと等によるものであります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は59百万円（同103百万円減）の資金の減少となりました。これは主に、

ファイナンス・リース債務を返済したこと、当事業年度決算に係る中間配当金を支払ったこと等によるものであ

ります。

 

　   (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、当社が対処すべき課題につい

て重要な変更はありません。

 

　   (4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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　   (5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社の売上高は、会員からの会費収入に大きく依存しており、新規入会者の獲得及び会員定着率の向上により会

員数を確保することが重要であります。その為に、既存店では定期的なリニューアル工事の実施や、質の高いサー

ビスの提供を行うための人材の確保と育成に力を入れております。

　また、売上を大きく伸ばしていくためには、新店の出店が欠かせません。情報力の強化を図り、厳選した立地に新

規出店を継続してまいります。

 

　   (6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　　 (2)「キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、主要な設備に重要な異動はあり

ません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、新たに確定した重要な設備

　の新設計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定
予定床面
積（㎡）

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手年月
完了予定
年月

メガロス葛飾店

（東京都葛飾区）

フィットネス部門 

スクール部門

プロショップ部門

スポーツクラ

ブ設備新設 
579,00045,957

自己資金

及び借入

金 

平成22年

11月

平成23年

8月 
3,300

（仮称）メガロス上永谷店

（神奈川県横浜市港南区）

フィットネス部門 

スクール部門

プロショップ部門

スポーツクラ

ブ設備新設 
774,10015,750

自己資金

及び借入

金 

平成23年

1月 

平成23年

10月 
2,800

　（注）投資予定金額には、敷金・保証金を含んでおります。

　

　当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）において、前四半期会計期間末において

計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更があったものは、次のとおりであります。

（仮称）メガロス相模大野店（神奈川県相模原市）の投資予定金額を884,300千円から637,000千円に変更いた

しました。

　また、着手年月が平成24年春から平成23年４月に、完成予定年月が平成24年12月から平成25年１月にそれぞれ変

更となりました。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 3,830,300 3,830,300

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式

単元株式数 

100株 

計 3,830,300 3,830,300 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行いたしました新株予約権は、次のとおりであります。

①株式会社メガロス　2008年度第２回新株予約権（平成20年11月13日取締役会決議）　 

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

　新株予約権の数（個）　 220　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 22,000　

　新株予約権の行使時の払込金額（円）　
　　　　　　　　　　１株当たり740
　　但し、当該払込金額（以下「行使価額」という）は　　
　　（注）１の定めにより調整を受けることがある。　

　新株予約権の行使期間　
自　平成22年12月１日
至　平成27年11月30日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

  発行価格　924
資本組入額　462　

　新株予約権の行使の条件　 （注）２のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）３のとおり
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②株式会社メガロス　2009年度第２回新株予約権（平成21年７月16日取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

　新株予約権の数（個）　 270　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 27,000　

　新株予約権の行使時の払込金額（円）　
　　　　　　　　　　１株当たり1,010
　　但し、当該払込金額（以下「行使価額」という）は　　
　　（注）１の定めにより調整を受けることがある。　

　新株予約権の行使期間　
自　平成23年８月３日
至　平成28年８月２日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

    発行価格　1,269
  資本組入額　  635　

　新株予約権の行使の条件　 （注）２のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）３のとおり
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③株式会社メガロス　2010年度第１回新株予約権（平成22年７月28日取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

　新株予約権の数（個）　 79　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 7,900　
　新株予約権の行使時の払込金額（円）　 １株当たり１　

　新株予約権の行使期間　
自　平成23年８月23日
至　平成28年８月22日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

  発行価格　984
資本組入額　492　

　新株予約権の行使の条件　 （注）４のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）５のとおり

　

④株式会社メガロス　2010年度第２回新株予約権（平成22年７月28日取締役会決議）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

　新株予約権の数（個）　 280　
　新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―　
　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
　新株予約権の目的となる株式の数（株）　 28,000　

　新株予約権の行使時の払込金額（円）　
　　　　　　　　　　１株当たり1,093
　　但し、当該払込金額（以下「行使価額」という）は　　
　　（注）１の定めにより調整を受けることがある。　

　新株予約権の行使期間　
自　平成24年８月23日
至　平成29年８月22日　

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　発行価格及び資本組入額（円）　

    発行価格　1,312
  資本組入額　  656　

　新株予約権の行使の条件　 （注）２のとおり　

　新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決
　議による承認を要する。　

 代用払込みに関する事項 　―

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　（注）３のとおり

　

EDINET提出書類

株式会社メガロス(E05718)

四半期報告書

11/34



（注）１．当社普通株式につき株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は切り上げる。 

また、当社がその発行する当社普通株式又はその処分する当社の保有する当社普通株式を引き受ける者の募集

をする場合であって、払込金額が引き受ける者に特に有利な金額であるときは、次の算式により行使価額を調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

前記の算式で使用する「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」、「１株当たりの払込金額」を「１株当たり処分金額」と読み替える。

前記のほか、当社は、株式又は新株予約権の無償割当てを行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合に

は、当社が必要と認める行使価額の調整を行う。

２．①新株予約権の割当てを受けた者（以下「対象者」という）は、新株予約権の行使時まで継続して、当社の取

締役、監査役、相談役、顧問、理事、参与その他これらに準じる地位又は従業員の地位（以下総称して「要件地

位」という）にあることを要する。

②対象者は、新株予約権の行使時点で当社の就業規則に基づく諭旨解職若しくは懲戒解職の決定又はこれらに

準じる事由がないことを要する。

③対象者が要件地位を喪失した場合でも、要件地位喪失の理由が、定年退職、契約上限年齢到達による退職、社

命による退職、業務上の傷病による廃疾を主たる理由とする退職、やむを得ない事業上の都合による解雇

（整理解雇）、又はこれらに準じる理由による退任・退職であるときは、①にかかわらず、要件地位喪失日又

は表中の「新株予約権の行使期間」（以下「権利行使期間」という）の開始日のいずれか遅い日から１年

が経過する日（但し、権利行使期間の満了日までとする）までに限り、新株予約権を行使することができる。

④対象者が死亡したときは、その直前において、対象者が①及び②の条件を満たしていた場合、又は③に基づき

行使することができた場合には、その相続人は当該新株予約権を相続し、新株予約権を行使することができ

る（当該相続により承継した者を以下「権利承継者」という）。但し、権利承継者が行使することができる

期間は、①及び②の条件を満たしていた場合は、対象者死亡の日又は権利行使期間の開始日のいずれか遅い

日から１年が経過する日（但し、権利行使期間の満了日までとする）までとし、③の場合は、対象者が③に基

づき行使することができるとされた期間と同一とする。

⑤権利承継者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができない。

⑥対象者又は権利承継者は割当てを受けた新株予約権を２回を超える回数に分割して行使することができな

い。

⑦新株予約権１個の一部についての権利行使はできない。

⑧その他の条件については、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。

３．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総

称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権

（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株

式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会

社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は

株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて

交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。但し、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。
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①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、表中の「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

④各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、表中

の「新株予約権の行使時の払込金額」の行使価額に準じて決定された金額に、③に従って決定される新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとす

る。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切

り上げる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、(1)に記載の資本金等

増加限度額から(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

前記（注）２に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得に関する事項

以下に定める議案を目的事項とする株主総会の招集を取締役会が決議した場合（株主総会決議が不要の場

合は当該議案につき取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合にお

いて、取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権の全部又は

一部を無償で取得する。なお、新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりこれを定め

る。

(1)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2)当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

(3)当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(4)当社の発行する全部の株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する旨の

定めを設ける定款変更の議案

(5)新株予約権の目的である株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることについて

の定めを設ける定款変更の議案

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

４．①新株予約権の割当てを受けた者（以下「対象者」という）は、新株予約権の行使時まで継続して、当社の取

締役、監査役、相談役、顧問、理事、参与その他これらに準じる地位又は従業員の地位（以下総称して「要件地

位」という）にあることを要する。

②対象者が要件地位を喪失した場合、①にかかわらず、要件地位喪失日又は表中の「新株予約権の行使期間」

（以下「権利行使期間」という）の開始日のいずれか遅い日から１年が経過する日（但し、権利行使期間の

満了日までとする）までに限り、新株予約権を行使することができる。

③対象者が死亡したときは、その直前において、対象者が①の条件を満たしていた場合、又は②に基づき行使す

ることができた場合には、その相続人は当該新株予約権を相続し、新株予約権を行使することができる（当

該相続により承継した者を以下「権利承継者」という）。但し、権利承継者が行使することができる期間は、

①の場合は、対象者死亡の日又は権利行使期間の開始日のいずれか遅い日から１年が経過する日（但し、権

利行使期間の満了日までとする）までとし、②の場合は、対象者が②に基づき行使することができるとされ

た期間と同一とする。

④権利承継者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することができない。
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⑤対象者又は権利承継者は割当てを受けた新株予約権を１回に限り行使することができるものとし、これを複

数回に分割して行使することはできない。

⑥新株予約権１個の一部についての権利行使はできない。

⑦その他の条件については、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。

５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下総

称して「組織再編行為」という）をする場合、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する新株予約権

（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社、合併により設立する株

式会社、吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会

社、新設分割により設立する株式会社、株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社、又は

株式移転により設立する株式会社（以下総称して「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件にて

交付する。この場合において、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付する。但し、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、表中の「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

④各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は１株当たりの払込みをすべき金額を１円

とし、これに③に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、権利行使期間の満了日までとす

る。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切

り上げる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、(1)に記載の資本金等

増加限度額から(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

⑧新株予約権の行使の条件

前記（注）４に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得に関する事項

以下に定める議案を目的事項とする株主総会の招集を取締役会が決議した場合（株主総会決議が不要の場

合は当該議案につき取締役会が決議した場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合にお

いて、取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権の全部又は

一部を無償で取得する。なお、新株予約権の一部を取得する場合には、当社取締役会の決議によりこれを定め

る。

(1)当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2)当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

(3)当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

(4)当社の発行する全部の株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する旨の

定めを設ける定款変更の議案

(5)新株予約権の目的である株式の内容として、譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることについて

の定めを設ける定款変更の議案

⑩新株予約権を行使した際に１株に満たない端数がある場合の取決め

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）　　

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日

（注）　

8,2003,830,3003,7441,431,4413,7441,131,441

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31

日）において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が

確認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿

による記載をしております。

 

　    ①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,821,800 38,218
　権利内容に何ら限定のない当

　社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式        300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3,822,100 － －

総株主の議決権 － 38,218 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,060 1,037 1,047 1,100 1,089 1,140 1,050 1,035 1,052

最低（円） 990 1,002 999 1,025 1,035 1,036 998 990 1,005

　 （注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

　新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役

（管理本部長兼総務部長嘱託）

常務取締役

（管理本部長嘱託）
高越　忠尚 平成23年１月14日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 546,822 254,709

預け金 147 －

売掛金 81,995 97,550

商品及び製品 180,392 149,061

前払費用 384,206 312,157

繰延税金資産 73,717 78,910

その他 20,383 6,885

貸倒引当金 △7,300 △8,200

流動資産合計 1,280,365 891,076

固定資産

有形固定資産

建物 13,658,790 13,131,626

減価償却累計額 △3,349,013 △2,797,459

建物（純額） 10,309,777 10,334,166

構築物 430,984 413,967

減価償却累計額 △207,003 △187,192

構築物（純額） 223,980 226,774

車両運搬具 14,968 14,968

減価償却累計額 △10,147 △7,254

車両運搬具（純額） 4,821 7,713

工具、器具及び備品 908,449 827,665

減価償却累計額 △672,873 △603,231

工具、器具及び備品（純額） 235,576 224,433

リース資産 498,707 367,835

減価償却累計額 △169,663 △101,903

リース資産（純額） 329,043 265,932

建設仮勘定 60,427 22,365

有形固定資産合計 11,163,626 11,081,386

無形固定資産

ソフトウエア 163,334 229,064

その他 31,214 33,512

無形固定資産合計 194,549 262,576

投資その他の資産

敷金及び保証金 4,342,108 4,373,506

長期前払費用 202,088 214,153

繰延税金資産 28,489 －

その他 13,500 13,500

投資その他の資産合計 4,586,185 4,601,159

固定資産合計 15,944,361 15,945,122

資産合計 17,224,726 16,836,198
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 82,660 77,591

1年内返済予定の長期借入金 3,050,000 3,025,000

リース債務 105,236 77,104

未払金 452,155 498,844

未払費用 286,039 214,114

未払法人税等 79,225 101,933

未払事業所税 35,524 45,101

未払消費税等 68,028 83,747

前受金 392,126 447,113

預り金 76,033 20,462

賞与引当金 51,978 89,269

役員賞与引当金 9,602 12,800

商品割引券引当金 567 2,515

資産除去債務 12,338 －

その他 5,812 5,799

流動負債合計 4,707,328 4,701,397

固定負債

長期借入金 6,650,000 6,675,000

リース債務 248,070 209,082

受入敷金保証金 62,942 62,942

繰延税金負債 － 9,047

資産除去債務 450,248 －

固定負債合計 7,411,261 6,956,072

負債合計 12,118,590 11,657,469

純資産の部

株主資本

資本金 1,431,441 1,425,177

資本剰余金 1,131,441 1,125,177

利益剰余金 2,525,209 2,615,265

株主資本合計 5,088,092 5,165,620

新株予約権 18,044 13,108

純資産合計 5,106,136 5,178,728

負債純資産合計 17,224,726 16,836,198
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 10,319,766 10,533,510

売上原価 8,899,874 9,397,989

売上総利益 1,419,892 1,135,520

販売費及び一般管理費 ※
 882,832

※
 872,637

営業利益 537,059 262,882

営業外収益

受取利息 22,483 19,683

補助金収入 － 12,791

その他 2,320 1,487

営業外収益合計 24,803 33,962

営業外費用

支払利息 151,621 139,326

その他 5,525 2,581

営業外費用合計 157,147 141,907

経常利益 404,716 154,937

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 99,909

本社移転費用 － 15,994

特別損失合計 － 115,903

税引前四半期純利益 404,716 39,033

法人税、住民税及び事業税 163,073 85,048

法人税等調整額 33,380 △32,343

法人税等合計 196,453 52,705

四半期純利益又は四半期純損失（△） 208,262 △13,671
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 3,434,580 3,534,844

売上原価 2,938,915 3,036,956

売上総利益 495,665 497,887

販売費及び一般管理費 ※
 294,904

※
 291,565

営業利益 200,760 206,322

営業外収益

受取利息 7,457 6,521

補助金収入 － 12,791

その他 1,763 648

営業外収益合計 9,220 19,961

営業外費用

支払利息 50,116 46,643

その他 1,355 128

営業外費用合計 51,472 46,771

経常利益 158,509 179,511

特別損失

本社移転費用 － 15,994

特別損失合計 － 15,994

税引前四半期純利益 158,509 163,517

法人税、住民税及び事業税 52,680 71,405

法人税等調整額 22,252 4,442

法人税等合計 74,932 75,848

四半期純利益 83,576 87,668
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 404,716 39,033

減価償却費 684,796 747,358

固定資産除却損 1,522 1,024

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,800 △900

賞与引当金の増減額（△は減少） △33,903 △37,291

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,675 △3,198

受取利息及び受取配当金 △22,483 △19,683

支払利息 151,621 139,326

売上債権の増減額（△は増加） 22,658 15,555

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,954 △31,331

仕入債務の増減額（△は減少） 16,267 5,068

未払金の増減額（△は減少） △41,581 69

未払費用の増減額（△は減少） 36,780 25,167

前受金の増減額（△は減少） △60,918 △54,986

未払消費税等の増減額（△は減少） 108,836 △15,719

預り金の増減額（△は減少） 50,452 55,571

その他 △16,458 36,944

小計 1,281,878 902,010

利息及び配当金の受取額 3,434 1,737

利息の支払額 △99,805 △92,568

法人税等の支払額 △296,168 △99,816

営業活動によるキャッシュ・フロー 889,339 711,363

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △203,177 △319,148

無形固定資産の取得による支出 － △5,480

敷金及び保証金の差入による支出 △5,930 △31,082

敷金及び保証金の回収による収入 74,206 78,931

その他 0 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △134,901 △276,746

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △52,169 △70,566

株式の発行による収入 12 4,447

配当金の支払額 △95,000 △76,385

財務活動によるキャッシュ・フロー △447,157 △142,503

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 307,280 292,113

現金及び現金同等物の期首残高 758,343 254,709

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,065,624

※
 546,822
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年12月31日）

　会計処理基準に関する

　事項の変更　

　

　

　

　

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第

18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ22,689千

円減少し、税引前四半期利益は122,598千円減少しております。また、当会計基準

等の適用開始による資産除去債務の変動額は444,848千円であります。　

　

【簡便な会計処理】

　　　該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 51,206千円

役員報酬 65,200千円

役員賞与引当金繰入額　 13,725千円

従業員給与賞与　 319,738千円

賞与引当金繰入額 2,004千円

株式報酬費用 10,818千円

福利厚生費　 67,617千円

旅費交通費 16,451千円

通信運搬費　 11,643千円

器具・備品費 70,206千円

委託顧問費 106,099千円

不動産費 53,730千円

減価償却費 22,506千円

租税公課 30,541千円

貸倒引当金繰入額 3,116千円

その他 38,227千円

広告宣伝費 62,131千円

役員報酬 63,000千円

役員賞与引当金繰入額　 9,602千円

従業員給与賞与　 319,677千円

賞与引当金繰入額 2,370千円

株式報酬費用 13,015千円

福利厚生費　 65,486千円

旅費交通費 14,285千円

通信運搬費　 14,137千円

器具・備品費 60,285千円

委託顧問費 102,844千円

不動産費 48,028千円

減価償却費 31,647千円

租税公課 30,650千円

貸倒引当金繰入額 2,720千円

その他 32,756千円

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 16,441千円

役員報酬 21,000千円

役員賞与引当金繰入額　 4,575千円

従業員給与賞与　 105,052千円

賞与引当金繰入額 2,004千円

株式報酬費用 1,308千円

福利厚生費　 28,974千円

旅費交通費 5,516千円

通信運搬費　 3,164千円

器具・備品費 24,309千円

委託顧問費 34,612千円

不動産費 17,501千円

減価償却費 7,354千円

租税公課 10,292千円

貸倒引当金繰入額 －千円

その他 12,796千円

広告宣伝費 22,215千円

役員報酬 21,000千円

役員賞与引当金繰入額　 3,198千円

従業員給与賞与　 106,132千円

賞与引当金繰入額 2,370千円

株式報酬費用 1,978千円

福利厚生費　 23,043千円

旅費交通費 4,345千円

通信運搬費　 4,096千円

器具・備品費 18,227千円

委託顧問費 34,232千円

不動産費 15,825千円

減価償却費 13,070千円

租税公課 10,992千円

貸倒引当金繰入額 1,200千円

その他 9,637千円

EDINET提出書類

株式会社メガロス(E05718)

四半期報告書

25/34



（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,065,624千円

現金及び現金同等物 1,065,624千円

　

現金及び預金勘定 546,822千円

現金及び現金同等物 546,822千円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　3,830,300株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　18,044千円

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 38 10平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

平成22年10月26日

取締役会
普通株式 38 10平成22年９月30日平成22年12月10日利益剰余金

（金融商品関係）

　　　　前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記の対象から除いております。　
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（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　金利スワップを行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　      該当事項はありません。

　

 

（資産除去債務関係）

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記の対象から除いております。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社はスポーツクラブ運営及びスポーツ用品等の販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

　

(追加情報) 

　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日)を適用しております。　

　　

（賃貸等不動産関係）

重要性が乏しいため、注記の対象から除いております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,328.37円 １株当たり純資産額 1,353.53円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 54.78円 １株当たり四半期純損失金額(△) △3.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額　
54.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

　　　　額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 208,262 △13,671

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
208,262 △13,671

期中平均株式数（株） 3,801,336 3,820,180

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 24,994 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　株式会社メガロス　2009年度第

２回新株予約権(新株予約権の数

270個)。　

　なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(２)新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

－
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.97円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
21.81円

１株当たり四半期純利益金額 22.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
22.82円

（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

　　　　りであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 83,576 87,668

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 83,576 87,668

期中平均株式数（株） 3,803,994 3,825,347

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 26,643 16,116

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

  株式会社メガロス　2009年度第

２回新株予約権(新株予約権の数

270個)。

  なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(２)新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

  株式会社メガロス　2010年度第

２回新株予約権(新株予約権の数

280個)。

  なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況、(２)新株

予約権等の状況」に記載のとお

りであります。
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（リース取引関係）

　　　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当第３四半期会計期間末におけるリース取引残高は、前

事業年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記の対象から除いております。

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　　　平成22年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　 (イ)配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・38百万円

 　(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・10円00銭

　 (ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成22年12月10日

　　(注)　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社メガロス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガロスの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第22期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガロスの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月14日

株式会社メガロス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メガロスの

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第23期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガロスの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間

より、「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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